
 

 

 

地方公共団体アンケート調査  

（１） 調査の目的 

広域的な景観形成の取組状況の把握を目的として、

以下の調査を実施した。 

 

・広域的な景観形成の取組に関する調査 

 

（２） 調査対象・有効回答数 

調査票 
調査対象 有効回

答数 

広域的な景観形成の

取組に関する調査 

1,797 団体 

47 都道府県、19

政令市、41中核

市、1,685 一般市

町村 

1,765

98.5％

 

（３） 調査期間 

平成 23(2011)年 9 月 16 日（金） 

～ 平成 23(2011)年 9 月 30 日（金） 

問１．広域景観について 

本アンケートは、区域が行政界をまたぐか、行政界をまたい

で眺望される景観を『広域景観』と定義して実施。 

（１）対象：全ての地方公共団体 

広域景観の有無 

 

（２）対象：（１）で『ある』と回答した団体 

優れた広域景観の保全・活用の取組の有無 

 

（３）対象：（１）で『ある』と回答した団体 

代表的な資源の種類（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）対象：（１）で『ある』と回答した団体 

広域景観の種類（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

（５）対象：（２）で『ある』と回答した団体 

関係市町村間の調整の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域的な景観形成の取組に関する調査 

（平成 23 年９月 1 日時点） 

取組を行っている広

域景観がある

(152団体)29.8%

いずれの広域景観

も取組を行っていな

い(358団体)

70.2%

132

303

2

8

55

124

16

16

29

35

5

6

32

4

5

9

78
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河川、河川流域

山、山並み

盆地

渓谷、峡谷

湖、池、沼

海、海峡、海岸線

島

森林、牧草地

水田、畑地

道路、橋梁

鉄道、鉄道敷

港湾

歴史的建造物

近代的建造物

産業遺構

農村集落

その他

ある（510団体）

28.5%

ない(1,255団体)

70.0%

無回答（27団体）

1.5%

順調

(203件)90.6%

不調

(20件)8.9%

無回答

（1件）0.4％

(件) 

603

166

40

自らの行政区域内で景観保全等に

取り組む価値のある優れた広域景観

行政界をまたぐ眺望を確保する価値

のある優れた広域景観

無回答

0 200 400 600 800

(件) 



（６）対象：（２）で『ある』と回答した団体 

取組の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）対象：（２）で『ない』と回答した団体 

 

広域景観に取り組めない理由（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２．広域景観の取組状況及び地方公共団体間調整・連

携の状況   

（１）対象：問１（３）で『ある』と回答した団体 

取組の背景やきっかけ（複数回答可） 

 

（２）対象：問１（２）で『ある』と回答した団体 

取組の主体 

（３）対象：（２）で『都道府県が主体』 『都道府県と関係市町村が共同』と回

答した都道府県 

都道府県が関与している理由 
 

都道府県が主体

的に取り組んでい

る,(36件)
15.8%

都道府県と関係市

町村が共同して取

り組んでいる(124
件)
54.4%

関係市町村が協

力して主体的に取

り組んでいる(26
件)
11.4%

市町村が単独で取

り組んでいる(23
件)10.1%

その他(19件)
8.3%

206

125

114

66

66

51

42

26

9

8

75

5

0 50 100 150 200 250

景観が阻害されるような問題が生じていない

広域的な景観形成の知識・ノウハウが不足している

職員等の必要な体制を確保できない

住民に広域景観の保全の取組を求める機運がない

関係市町村間で、広域景観に取り組むメリットの共有

化が難しい

必要な予算を確保できない

景観法以外の手法で取り組んでいる

関係市町村間で、広域景観に関する意識の温度差

があり、合意形成が進まない

住民や事業者との合意形成が進まない

関係市町村間で、受益と負担が発生することから、合

意形成が進まない

その他

無回答

（件）

ある

(202件)90.2%

ない

(17件)7.6%

その他

（1件）0.4％

無回答

（4件）1.8%

149

87

85

46

29

5

1

30

1

0 50 100 150 200

優れた広域景観保全の気運の高まり

景観計画の策定等、景観形成に関する検討

観光促進等の地域の活性化の必要性

高層ビル建設等に伴う優れた広域景観の眺望の

阻害の恐れ

開発等に伴う自然景観等の優れた広域景観自体

の破壊の恐れ

住民からの要請等

景観を争点とする建築紛争の増加

その他

無回答

(件) 

66

46

19

0

1

0

0 20 40 60 80

都道府県にとって重要な景観だから

複数市町村に関わる案件は

広域行政を担う都道府県の役割だから

市町村だけでは取組に着手されない、

又は、調整がつかないから

市町村から要請があったから

その他

無回答

(件) 



（４）対象：問１（２）で『ある』と回答した団体 

広域景観の保全のための取組の内容とその取組に関す
る関係地方公共団体間との連携 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）対象：（４）で『景観計画による規制・誘導』、『形態意匠・高さ等を

規制する自主条例等による景観の規制・誘導』、『形態意匠・高さ

等を規制する要綱（条例以外）等による景観の規制・誘導』のいず

れかに『取組を行っているかつ関係地方公共団体と連携を図ってい

る』又は『取組を行っている』と回答した団体 

広域景観の保全等のための規制・誘導における、都道府

県と市町村の役割分担 

  

（６）対象：（４）で『景観計画による規制・誘導』、『形態意匠・高さ等を

規制する自主条例等による景観の規制・誘導』、『形態意匠・高さ

等を規制する要綱（条例以外）等による景観の規制・誘導』のいず

れかに『取組を行っているかつ関係地方公共団体と連携を図ってい

る』と回答した団体 

「周辺との調和」や「地域にふさわしい」など、関係地方公

共団体で共通して定めた定性的な景観形成基準につい

ての取り扱いの連携方法 

  

取組を行っているかつ関係地方公共

団体と連携を図っている 

取組を行っている 

取組を行っていない 

無回答 
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7

7
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5
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9
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8
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12
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54

13

8
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5
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7
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187

198
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207
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156

198

136

198

195

188

188

146

180

171

129

185

146
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3
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15

15
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16

16

16

15

9

16

16

16

16

16

15

16

14

16

11

13

0 228

景観計画による規制・誘導

景観重要公共施設の指定

景観重要建造物・景観重要樹木の指定

景観地区による規制・誘導

準景観地区による規制・誘導

景観協定の締結・認可

景観法に基づく景観協議会の設立

形態意匠・高さ等を規制する自主条例等による景観の規制・誘

導

形態意匠・高さ等を規制する要綱（条例以外）等による景観の

規制・誘導

景観形成の基本的考え方やガイドライン等の策定・周知

自主協定の促進

住民活動等への助成の実施

修景助成の実施

広域景観の修景

景観に配慮した公共事業等の実施

公共事業等のデザイン調整

案内板等の公共サインのデザイン調整

イベントや広報の実施

住民教育の実施

「景観法に基づく協議会」以外の行政・関係事業者等で構成す

る協議会等の場における広域景観形成のための協議・調整

電気事業者や通信事業者など、広域景観に関りの深い事業者

等との個別の協議・調整

(件) 

21

7

42

15

21

6

5

2

4

1

8

12

6

13

0 20 40 60

都道府県のみが広域景観を対象とした景観計画を策定

都道府県のみが広域景観を対象とした自主条例等に基づく規

制・誘導を実施

都道府県及び任意の市町村が景観計画を策定

都道府県及び任意の市町村が自主条例等に基づく規制・誘導

を実施

都道府県が中心となって広域景観の保全の方針等を策定し、

これに即して、市町村が景観計画を策定

都道府県が中心となって広域景観の保全の方針等を策定し、

これに即して、市町村が自主条例等に基づく規制・誘導を実施

関係市町村間で広域景観の保全の方針等を策定し、これに即

して、市町村が景観計画を策定

関係市町村間で広域景観の保全の方針等を策定し、これに即

して、市町村が自主条例等に基づく規制・誘導を実施

広域景観の保全の特段の方針等なしに、隣接市町村のみと調

整し、市町村ごとに景観計画を策定

広域景観の保全の特段の方針等なしに、隣接市町村のみと調

整し、市町村ごとに自主条例等に基づく規制・誘導を実施

他地方公共団体との連携・調整なしに、市町村ごとに景観計画

を策定

他地方公共団体との連携・調整なしに、市町村ごとに自主条例

等に基づく規制・誘導を実施

その他

無回答

(件) 

41

2

2

4

2

1

29

7

9

0 20 40 60

基準の適用結果の共有のため、都道府県から関係市町村へ、情報提供

を行っている

基準の適用の適否の判断の徹底のため、都道府県と関係市町村間で、

調整の場を設けている

「基準の適用の適否の判断の徹底のため、都道府県と関係市町村間で、

調整の場を設けている」以外の方法により、基準の適用の適否の判断の

徹底のため、都道府県から関係市町村それぞれへ協議を行っている

基準の適用結果の共有のため、市町村から関係市町村へ、情報提供を

行っている

基準の適用の適否の判断の徹底のため、市町村間で、調整の場を設け

ている

「基準の適用の適否の判断の徹底のため、市町村間で、調整の場を設け

ている」以外の方法により、基準の適用の適否の判断の徹底のため、各

市町村から関係市町村それぞれへ協議を行っている

共通する定性基準は定めていない

その他

無回答

(件) 



（７）対象：問１（２）で『ある』と回答した団体 

広域景観に取組む上で必要と考えられること（複数回答可）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３．広域景観における受益と負担の関係調整 

（１）対象：問１（２）で『ある』と回答した団体 

受益と負担の調整の課題の有無 

 

 

（２）対象：（１）で「受益と負担の調整の課題に対する取組が課題になった

ことがある」と回答した団体 

受益と負担の調整の課題に対する取組（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）対象：問１（２）で『ある』と回答した団体 

実現可能性があると考えられる負担者への配慮 

 

受益と負担の調整が

課題となったことがあ

る( 6団体)

4.0%

受益と負担の調整が

課題となったことはな

い( 144団体)

94.7%

無回答( 2団体)

1.3%

負担者に対する補償

がなされれば、可能

（10団体）

6.6%

相互に同程度の受益

と負担があれば、可能

（14団体）

9.2%

県が自主条例で行え

ば、可能

0.7%（１団体）

国益や都道府県益とし

てメリットがあることが

負担者に説明できれ

ば、可能

（11団体)7.2%

その他

(１団体)0.7%

無回答

(115団体)75.7%

167

132

83

80

71

66

58

45

28

6

3

0 100 200

関係地方公共団体間の調整・連携の場の設置

住民や事業者に対する広域景観の保全等の必要

性に関する普及・啓発

都道府県等による知識・ノウハウ等の支援

関係地方公共団体間の調整・連携を行う体制・予算

の確保

関係市町村間の調整がつかなかった場合等におけ

る、都道府県のリーダーシップの発揮

関係地方公共団体 が協調して取り組むに値するメ

リットの具体化・共有化

広域景観の保全等のための計画の策定や実施の

各段階における住民参加の場づくり

国、都道府県が実施する公共事業等の広域景観に

配慮した先導的な取組

関係地方公共団体間の受益と負担の関係を解決す

る方策

その他

無回答

(件) 
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0

0

3

0

1

0

0 2 4

受益側と負担側の自治体で景観計画などを調

整し、眺望保全に取り組んでいる

受益側の自治体からの要請を受け、負担側の

自治体が事業者にその旨を伝えた

受益側の自治体が事業者用地を収用又は損益

の補償を行った

受益側から負担側へ受益側の景観計画等を説

明し、理解を求めている

第三者を交えた調整のしくみがある

その他

無回答

(件) 



問４．広域景観の取組効果や事例 

（１）対象：問１（２）で『ある』と回答した団体 

広域景観の取組による効果 

 

問５．一市区町村内の受益と負担の取組 

（１）対象：全ての地方公共団体 

眺望景観の保全を目的とした規制や誘導措置の取組の

有無 

（２）対象：（１）で『ある』とご回答された団体 

受益と負担の関係の調整（又は検討）の状況 

（３）対象：全ての地方公共団体 

景観以外の分野で、受益と負担の調整を要する規制や

誘導措置の取り組み状況 

 

ある(169団体)

9.4%

ない( 1,581団体)

88.2%

無回答(42団体)

2.4%

調整（又は検討）した

（33団体）

19.5%

調整（又は検討）してい

ない(136団体）80.5%

ある（９団体）

0.5%

ない（1,715団体）

95.7%

無回答(68団体)

3.8%
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住民の地区に対する満足感（誇り、愛着など）が高

まった

対外的なブランドイメージが高まった（全国の景観百

選などの選定、世界文化遺産への登録など）

地域の活性化につながった

訪問者が増加した

地域の人・産業の交流の機会が促進された

（観光）消費額が増加した

出店や進出企業が増加した

その他

人口が増加した（または減少に歯止めがかかった）

地価が上昇した（または下落に歯止めがかかった）

税収が増加した

今後効果の発現
が見込まれる 

既に効果が発
現した 

(件) 


